
科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

１２６０８

基盤研究(C)（一般）

2015～2013

Web会議システムを用いたオンラインDP(討議型世論調査)の社会実験

On Line Deliberative Poll Experiment Using Web Meeting Sysystem

４０１９６０７７研究者番号：

坂野　達郎（SAKANO, TATSURO）

東京工業大学・社会理工学研究科・教授

研究期間：

２５５１８００４

平成 年 月 日現在２８   ６ ２８

円     3,900,000

研究成果の概要（和文）：本研究は、実空間で培われてきた討議型世論調査の技術をオンライン討議へ移転することを
目的とし、日本初のオンラインDPの社会実験をおこなった。討議テーマは、高レベル放射性廃棄物処分方法とし、イン
ターネット調査会社登録のモニターから性別、年齢、居住地を基準に層化抽出を行い，101人の参加者を得た。討議は
、Web会議システムを使用した。実験の結果、①Web上においても、実空間上のDPとほぼ同様に、代表性のある参加者が
確認できた。②討議参加による学習効果も、ほぼ実空間と同様に起きることが確認できた。③コストは、実空間上のDP
にくらべおよそ3分の1から5分の１程度で実現できるめどがたった。

研究成果の概要（英文）：The first social experiment of online Deliberative Poll in Japan was conducted by 
applying operating know-hows accumulated through offline DPs. The theme of discussion was about high 
radioactive waste disposal. The 101 participants were recruited by stratified random sampling from the 
monitors registered in an internet survey company. The participants discussed the issue on a web meeting 
system. Their attitudinal change was observed by questionnaires. The result are as follows:1) demographic 
representativeness was almost same as offline DP, 2) similar learning effects through discussion were 
observe as in offline DP, and 3) the cost can be reduced one third to one fifth of offline DP.

研究分野：社会工学
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１．研究開始当初の背景 
世論調査は、無作為抽出によって推定誤差
を一定範囲内に収められるという利点があ
るものの、その推計結果は十分な議論を経て
いない意見を補足したもので、そのように捕
捉された民意の質には問題があるという批
判がある。一方、議論を重視した手法として
タウンミーティングなどの市民参加手法が
あるが、参加者の偏りがあるため代表性に問
題があるとの批判がある。DP は、この代表性
と討議の質の二律背反問題を、無作為抽出し
た少数の市民による討議を活用することを
目的に開発された手法である。 
DP は、現在までに少なくとも 18 カ国で計
70 回以上実施されている。日本では、東京工
業大学坂野研究室が道州制をテーマに神奈
川県と共同で 2009 年に日本初の DPを実施し
て以来、7回実施されている。 
DP の体系的な評価は，手法開発者である
J.Fishkin（2009）により行われており、同
手法は代表性と合理性という観点からみて
概ね優れた手法であることが示されている。
日本における DP も、海外事例とほぼ同様の
成果が得られている（坂野、2013）。しかし、
こういった成果の蓄積があるにもかかわら
ず、DP の普及は進んでいない。全国から一同
に会することに要するコストの高さが DP 普
及の妨げになっている。海外では、この問題
を解決するためにオンライン上で DP が行わ
れているが、日本ではまだ実施されていない。 
 
２．研究の目的 
本研究は、オンライン上で DP を実施し、
実空間で培われてきた DP の技術をオンライ
ン上へ移転することを目的とする。具体的に
は、市販 Web 会議ソフトを用いて、実空間上
の DPとできる限り近い条件で DPを実施する
（以下、Web DP と呼ぶ）。Web 会議システム
上でも、実空間上の DP と同質の討議が行え
るならば、DPの利点を活かしたままコストを
大幅に削減できるものと期待される。また、
従来の方法では時間制約から討議に参加で
きなかった人々の参加機会が広がることも
期待される。Web DP の評価にあたっては、既
存 DP の評価を踏襲し、討議参加者の代表性
と形成された意見の合理性の2側面から評価
を行う。 
 
３．研究の方法 
 実験の概要、並びに分析の方法は以下のと
おりである。 
(1) 実験概要 
今回の実験では、討議テーマとして、高レ
ベル放射性廃棄物処分方法を選んだ。日本学
術会議は、日本原子力委員会からの審議依頼
に対する回答として、政府の方針である地層
処分に対して暫定保管、総量管理という考え
方を 2012 年にまとめた。Web DP では、地層
処分と学術会議提案をめぐり討議を行い、討
議前後の政策態度の変容を計測した。討議参

加者は、インターネット調査会社㈱ネオマー
ケティング登録のモニターから男女比、年齢
分布，居住地分布，及び Web 会議システム利
用可能性という条件でスクリーニングをか
け、最終的には 101 人の有効参加者を得た。
実験は、2013 年度は、討議用資料の作成、パ
ネリストの選定、調査票の設計等の順にあて、
2015 年 1月から応募を開始し、同年 3月 1日
に討議実験を実施した。参加者には、応募時
(T1)、討議直前(T2)、討議直後(T3)の計 3回、
同一の質問紙調査を実施。コントロール群と
して、非参加者 1000 名に対しても同一内容
の質問紙調査を応募時に実施した。討議実験
は、101 名を 1 グループ 6 名から 8 名となる
ように計 14 グループに分け、グループごと
に自由討議を 75 分間行い、討議の最後に専
門家に対する質問を作成、続く全体会で立場
の異なる専門家との質疑を 70 分間行うこと
とし、これを計 2回繰り返した。専門家の人
選は、討議テーマに対する立場の違いを反映
するように各回 6名とした。グループ討議の
モデレーターは、日本ファシリテーション協
会の会員に依頼し、Web 会議システムは、㈱
V-Cube のシステムを用いた。また、討議参加
者には、T1アンケートの直後に、A4版 30 頁
の討議用資料を事前に配布した。討議参加謝
礼として、12000 円に加えて、ヘッドセット
の無償配布を行った。尚、討議用資料、質問
紙の作成、専門家の人選等運営にかかわる事
項は、通常運営委員会を設置しこの任にあて
ることとなっているが、今回は、運営委員会
の役割を日本学術会議社会学委員会討論型
世論調査分科会が行うこととし、同分科会の
監修の下に調査を実施した。 
(2) 分析の方法 
 Fishkin et．al．は （2006）、DP を評価す
る際の４基準を提示している。①討議参加者
の代表性は十分と言えるか、②討議によって
意味ある意見変化が起きたか、③討議倫理に
もとづいたプロセスが実現しているのか、④
討議後の意見は正当なものとして受け入れ
られ公共政策に影響を及ぼしているのか。本
研究における Web DP の評価も、彼らの提示
した基準に依拠して行った。 
①討議参加者の代表性チェックは、性別、
年齢、教育、職業、居住地の分布が、コント
ロールグループと同一とみなせるか検定を
行った。③については、グループ討議および
専門家との質疑応答セッション等に対する
アンケート評価を用いた。②については、ア
ンケートの知識を問う設問 8項目を用い、知
識の増加量から討議による学習効果を確認
した。さらに、より直接的に意見の合理性を
評価するために、坂野（2013）に従い、政策
判断構造が、事実判断と倫理判断を政策態度
にマッピングする関数と考え、討議前後にお
ける政策判断構造の変化を比較した。政策態
度は、地層処分に対する態度、暫定保管に対
する態度を計測している。高レベル放射能廃
棄物処分の問題は、自然科学的なリスク評価



とリスクが超長期に及ぶ際の倫理判断とい
う２つの側面が絡み合った問題である。そこ
で、事実判断としては、長期（１万年～10 万
年）にわたって安全性を確保できるかどうか
というリスク認識を計測した。倫理判断に関
しては、世代間公平性に関するの二つの考え
かた（廃棄物を生み出した世代が自世代の責
任と負担でこれを処理する「自世代処理の原
則」と、将来世代がその時代の最新の知見に
基づき処分方法を見直す選択の機会を残す
「将来世代の選択の自由」）について意見を
計測している。 
地層処分が法定の処分方法に決定した背
景には、地層処分は技術的に可能だという前
提がある。これに対して、現在の科学的知見
では、必ずしも安全な場所を選定できないと
いう認識が、暫定保管の前提にある。もし、
確実に長期にわたって人間社会から隔離で
きるならば、将来世代が被る危険や負担をな
くすことができるので、自世代処理の原則を
貫くことが可能になる。しかし、リスクをゼ
ロにできない可能性があるとすれば、将来世
代がその時代の最新の知見に基づき処分方
法を見直す選択の機会を残すことがむしろ、
世代間の公平性を満たすことになる。すなわ
ち、地層処分支持者と暫定保管支持者の判断
構造の違いは、リスク判断において前者は公
定的で後者は否定的ないしは中立的であり、
倫理判断に関して前者は自世代処理の原則
を重視し、後者は次世代の選択機会を重視す
る傾向があると予想される。分析は、T1、T2、
T3の3時点における政策判断構造を回帰分析
によって推定し、上記のような判断構造に近
づくか否かを調べることとする。 
④については、DP の結果に対する DP 非参
加者、および政策決定にかかわる政治家、行
政官等の意見を聞くことである程度検証す
ることは可能であるが、今回の研究では、行
っていない。 
 
４． 研究成果 
(1) DP 参加者のデモグラフィックな代表性 
コントロール群1000名と討議参加者101名
の分布に差があるかフィッシャーの正確確率
検定でチェックした。その結果、性別、年齢、
職業の分布に有意な差はないことが確認され
た。また、居住地について、原子力発電所の
立地県居住者の比率には、有意差がないこと
が確認された。教育については、討議参加者
は非参加者に比べて、高学歴者が有意に高い
結果となった。 
既存の DP では、討議への参加を強制する
ことができないため多少のバイアスは避け
られず、多くの事例で、高学歴、男性、高齢
者の比率が高くなる傾向があるが、無作為抽
出を採用しない方法に比べれば、母集団によ
り近い属性の参加者確保に成功している。今
回の Web DP は、年齢、性別、居住地で層化
抽出を行っているため、これまで実施されて
きた DP と少なくとも同程度の代表性を実現

できたことがわかる。 
(2) DP に対する参加者の主観的評価 
 討議プロセスを評価するためには、討議記
録の質的分析が必要である。DPの質的評価は、
これまでA. Siu (2009)が、Steiner et.al. 
(2003)が開発したDiscursive Quality Index
（DQI）を用いて、米国で実施したオンライン
DPの評価を行っていることを除いて行われて
いない。既存研究の多くでは、質的評価に代
えてDPに対する参加者の主観的評価が用いら
れている。今回の実験でも、既存DP評価で使
用されている評価項目について聞いている。
結果は、大半の評価項目で90%近くの参加者が
討議プロセスを好意的に評価していることが
確認できた。具体的には、Web会議システムを
使ったグループ討議、討議における他の参加
者の意見、他者との出会いや話し、および討
議用資料が役立ったという評価はいずれも
90%を超えた。やや評価は落ちるものの、Web
セミナーシステムを使った専門家の回答が役
に立ったとの回答も79%にのぼった。 
 一方、他項目とは逆の評価が２項目あった。
「進行役が進行役自身の意見を示唆する傾
向があった」、「自分と別の意見にも、良い意
見があるとわかったと思わない」ものは 80%
以上にのぼる。これほど、ネガティブな評価
が出たことは既存事例ではなく、ネガティブ
な回答とポジティブな回答が反転する項目
であったことが誤回答の原因になった可能
性はあるが、録画データにあたってモデレー
ターの進行、及び発言内容の定性的分析を行
い、ネガティブな評価が出た原因について突
き止める必要がある。 
 ただし、全体傾向としては、実空間上で行
われてきた既存 DP と同様の評価は得られた
といえるだろう。 
(3) 知識の変化から見た学習効果 
 政策争点に関連する知識が、討議参加によ
って増えることは、既存DPに共通して確認で
きる現象である。今回は、高レベル放射性廃
棄物処分方法に関連する設問を8問設定し、そ
の正当数によって、知識増加の程度を確認し
た。結果は、討議用資料配布前時点（T1）の
平均正解設問数は1.6問，配布後討議前時点
（T2）で3.2問、討議後（T3）に4.6問と増加
することが確認された。知識の学習にとって、
紙媒体を使った情報提供だけではなく、Web
上の討議によってさらに学習が進むことを示
す結果となった。 
(4) 政策判断構造の変化 
 表１、表２は、被説明変数をそれぞれ、地
層処分と暫定保管に対する態度を、説明変数
として、リスク認識、自世代処理の原則、将
来世代選択の機会、および原子力発電への依
存度見直しに対する考えを用いて重回帰分
析を行った結果である。回答は、いずれも「賛
成する」を「１」、「反対する」を「７」、
中間の意見を「４」とする７件法で聞いてい
る。分析には、尺度を反転させた値を用いて
いる。また、リスク認識については、火山、



地震、地下水、戦争、建設事故の５つの危険
それぞれについて、現在の科学技術によって
回避できると思うか聞いている。「回避でき
ると思う」を「１」、「回避できないと思う」
を「７」、中間の意見を「４」とする７件法
で聞いている。この 5つのリスク認識は相関
が高いため、探索的因子分析を行ったところ、
固有値1以上の因子は一つであることがわか
った。この因子の得点をリスク認識スコアと
して回帰分析に用いることとした。因子の値
は、高くなるほど、リスク回避できるとの認
識を示すものとなっている。尚、原発依存度
見直し態度は、廃棄物総量が社会的な受け入
れ可能量を超過した時には、原子力発電への
依存度も見直すべきかどうかについて聞い
たもので、もともとは、学術会議が提案する
総量管理の考え方に含意される意見である。
世代間公平性とは異なるものの、暫定保管に
対する態度を決定するうえで重要な影響を
もつ判断と考えられるため、ここでは倫理判
断の一つとして説明変数に加えた。 

 分析の結果、地層処分と暫定保管どちらも、
それらを説明する要因が、T1、T2,T3 で変化
していることがわかる。唯一安定した影響力
を持っているのは、リスク認識が地層処分支
持する要因となっていることのみである。一
方、同変数は、T1 時点では、暫定保管不支持
の理由として有意な効果を持っていたもの
の、T2、T3 では、暫定保管の支持、不支持に
は影響を与えなくなる。暫定保管の問題が、
事実問題ではなく、より倫理的な問題ととら
えられるようになったことを示している。ま
た、表中、赤でマーキングした変数は、分析
枠組みで提示した、地層処分、暫定保管支持
の根拠と一致しない要因が有意な効果を持
つ場合で、青でマーキングした変数は、一致
する要因が有意な効果を持つ場合である。表
からわかるように、T1、T2 時点で存在してい
た赤のマーキングが、T3 ではなくなり青のマ
ーキングのみになった。このことから、政策
判断が、討議を経ることでより合理的な根拠
にもとづくようになったことがわかる。 

 
(5) 感情ヒューリスティックスと政策判断 
今回扱った高レベル放射性廃棄物処分方
法は、数万年を超える長期のリスク判断と将
来世代への責任が問われる問題である。直接

的な経験をいかすことも想像することもで
きないために、市民が現実感をもって判断を
下すことが困難な問題である。先の分析結果
は、そういった困難があるにもかかわらず、



討議をすることでより合理的な判断が形成
されたことを示唆している。 Slovic 
et.al(2004)等は、思考には経験的思考と分
析的思考という 2種類のプロセスがあり、感
情は思考をガイドする手がかりとしての役
割を担っているため、分析的思考を阻害する
ことはなく、むしろ感情が適切に付与され更
新されることで、経験的思考と分析的思考が
相互補完的に働き、均衡のとれた思考モード
による意思決定が可能となると述べている。
彼らは、これを感情ヒューリスティックスと
呼んでいる。表 3、表 4 は、政策判断におけ
る、感情反応の影響を見るために、高レベル
放射性廃棄物処分場が居住地内に立地した
ときにどのように感じるか聞いている3つの

設問（不安に感じる、地域イメーが低下する、
将来に禍根を残す）および、経済産業省と日
本学術会議に対する信頼を説明変数に加え
て分析行った結果である。 
感情反応を説明変数に加えるとAIC基準で
みたモデル適合度が T1,T2,T3 のどの時点で
も高くなること、感情反応を加えても事実判
断と倫理判断の影響は変わらないこと、感情
反応の影響は、討議後最も大きくなることが
わかる。これらの結果は、討議を行うことに
よって、感情と結びついていない、もしくは
過度の感情が付与されていたイメージが、適
度な感情と結びつくことによって、分析的な
思考が促進されたことを示唆している。 

(6)結果のまとめ 
実験の結果は、以下のようにまとめること
ができる。①Web 上においても、実空間上の
DP とほぼ同様に、代表性のある参加者が確認

できた。②討議参加による学習効果も、ほぼ
実空間と同様に起きることが確認できた。③
コストは、実空間上の DP にくらべおよそ 3
分の 1から 5分の１程度で実現できるめどが



たった。また、④人と対面して話をし、ある
いは討議することの意義は、今まで感情が適
切に付与されてこなかったイメージに対し
て適切な感情の付与が可能となり、単なる資
料の提供や専門家の説明による一方向から
の情報提供よりも、判断形成を促す力がある
こと、⑤そのようなメカニズムが Web 上の DP
でも有効に作用していることを示唆する結
果を得ることができた。 
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